
附 属 明 細
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損
失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

建 物 5¶477¶834¶148 696¶093¶636 29¶120¶000 6¶144¶807¶784 1¶571¶133¶567 296¶476¶249 ` 4¶573¶674¶217

構 築 物 1¶012¶347¶348 132¶373¶256 1¶400¶000 1¶143¶320¶604 383¶970¶704 84¶945¶514 15¶264¶828 744¶085¶072

機 械 及 び 装 置 951¶908¶267 19¶602¶505 ` 971¶510¶772 281¶290¶936 43¶765¶280 ` 690¶219¶836

車 両 運 搬 具 145¶414¶576 6¶940¶719 8¶658¶105 143¶697¶190 117¶661¶024 6¶182¶299 ` 26¶036¶166

工 具 器 具 備 品 137¶868¶540¶003 7¶941¶874¶043 5¶444¶972¶997 140¶365¶441¶049 110¶393¶787¶831 10¶522¶233¶457 ` 29¶971¶653¶218

計 145¶456¶044¶342 8¶796¶884¶159 5¶484¶151¶102 148¶768¶777¶399 112¶747¶844¶062 10¶953¶602¶799 15¶264¶828 36¶005¶668¶509

~将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込み額

資 産 名 称 帳 簿 価 額 回収可能サービス価額 減 損 額 の 見 込 額

建物等 4¶828¶430円 4¶828¶430円 無し

廃棄処分の時期が決定しておりませんので、帳簿価額及び回収可能サービス価額について
は、当事業年度の期末帳簿価額を計上しております。
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Û．退職給付関係
１．採用している退職給付制度の概要

役員は産業技術総合研究所役員退職手当規程に基づき給付しております。
職員は産業技術総合研究所職員退職手当規程に基づき給付しております。

２．退職給付債務に関する事項（平成23年３月31日現在）
退職給付債務 � 42¶919¶093円
未認識数理計算上の差異 `円
未認識過去勤務債務 `

G G G G G G G

円

退職給付引当金 � 42¶919¶093

á á á á á á á

円

３．退職給付費用に関する事項（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日）
勤務費用 10¶854¶630円
利息費用 716¶242円
数理計算上の差異の費用処理額 243¶578円
過去勤務債務の費用処理額 `

G G G G G G G

円

退職給付費用 11¶814¶450

á á á á á á á

円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
割引率 1•6％
過去勤務債務の額の処理年数 `

数理計算上の差異の処理年数 発生年度において費用処理することとしております。

Ü．重要な債務負担行為
当事業年度内に契約済でありますが、年度末時点において未履行のものは以下のとおりです。

件 名 契 約 金 額 翌期以降の支払金額
１．産業技術総合研究所つくばセンター設備等維持管理業
務

4¶615¶883¶053円 2¶433¶506¶327円

２．つくば中央５`１棟耐震改修事業 1¶344¶000¶000円 806¶400¶000円
３．電子ジャーナルパッケージ（サイエンスダイレクト）
フリーダムコレクション

1¶324¶378¶577円 1¶084¶699¶431円

４．磁性膜成膜用スパッタ装置 819¶000¶000円 819¶000¶000円
５．つくば西`１棟他機械設備（空調）改修その他工事 774¶900¶000円 518¶700¶000円
６．つくば西`１棟耐震改修事業 766¶500¶000円 459¶900¶000円
７．産業技術総合研究所つくばセンター警備業務 529¶753¶227円 265¶062¶000円

Ý．重要な後発事象
該当事項は、ありません。

Ê．追加情報
１．組織再編による研究業務推進部（室）経費の扱いについて
平成22年10月１日の組織再編により、各事業所の下に配置していた研究業務推進部（室）は、
研究業務を現場レベルで直接的に支援する組織として、各事業所管理監の管轄下に置かれること
になったため、その経費は研究業務費として会計処理することになりました。
２．東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）の損害等について
平成23年３月11日金曜日午後、東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）の発生により、茨城県
の当法人つくばセンター及び宮城県仙台市の当法人東北センターの一部に被害が生じました。改
修等再構築に要する財源としまして、施設整備費補助金及び運営費交付金をもって措置する方針
であります。
３．売却した土地の土壌汚染に係る瑕疵担保責任について
平成20年10月１日に王子製紙株式会社に売却した当法人旧中国センター（呉市）の土地（９万
６千平方N余）について、平成22年３月から12月かけて同社が実施した土壌汚染調査において土
壌汚染対策法に定める基準値以上の汚染箇所が見つかったため、不動産売買契約書に定める当法
人の瑕疵担保責任に係る条項により、土壌処理工事等に要する費用の補償請求を行う旨の通知（平
成23年４月22日付）が同社からありました。
なお、当法人が負担すべき補償額については同社と協議中であり、現時点において補償額の合
理的な見積もりは困難な状況であります。
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